
多面的機能支払活動組織
の広域化について

茨城県県西農林事務所土地改良部門
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県内の取組状況
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多面的機能支払への取組の現状と課題

活動組織・未取組集落等

・煩雑な事務処理
・高齢化，農家減少の進展
・地域集落に事務を担う人材がいない，などの理由から

多面的機能支払への取組・継続が困難な状況
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事務負担の軽減

持続可能な組織体制の構築



対策

活動組織の「広域化」

複数の活動組織を市町村又は旧市町村単位
とする広域エリアで一つの組織にまとめ，事務
の効率化と，組織体制の強化を図る。

各組織の事務負担の軽減と活動の持続性向上
※これまでの活動組織単位で共同活動に専念することも可能。
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広域組織体制の例
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広域活動組織



広域協定運営委員会・事務局の例
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構 成 役 割

活動組織の代表
事務局

広域協定の運営，意思決定
内部監査

構 成 役 割

事務局長
事務員

各組織への交付金の分配
各組織から提出される書類等
の確認・指導・とりまとめ

事務局

広域協定運営委員会



広域組織事務の例
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（１） 事業計画の認定（変更）申請
（活動計画の取りまとめ）

事務局の事務（委託可※）

（２） 交付金の交付申請

（３） 活動の実施・記録（国様式）
（活動記録、金銭出納簿、財産管理）

（４） 活動の報告

（１） 役員から構成員への連絡

（２） 集落での活動計画の報告

（３） 共同活動の結果報告（任意様式可）
（活動記録、金銭出納簿）

（４） 日当の支払い、資材等の購入・管理

市町村

各組織の事務

※事務委託先（例）
土地改良区
県土地改良団体連合会
ＪＡ
ＮＰＯ法人
民間コンサルタントなど

広域活動組織



広域協定運営委員会の経費（例）

交付金（農地維持支払，資源向上支払）の５％

人件費（役員報酬含む）
事務備品，消耗品等
その他

事務委託料
※外部組織へ委託する場合

１％

４％

〇各組織への交付金は，広域協定運営委員会の経費を差し引いた金額を各組織の面積に応じて分配
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広域化のメリット

①事務集約による負担軽減

市町村へ提出する書類の一本化
・国様式（金銭出納簿，活動記録，実施状況報告等）
・交付関係書類等

※広域組織は，国様式等の作成に必要な情報を各活動組織
から任意の簡易様式等により収集し，書類作成。
⇒各組織による国様式や交付関係書類の作成は不要。
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活動組織の広域化による市町村のメリット

・組織数が減少し，事務が軽減
・組織数を増やさず，取組面積の拡大が可能



広域化のメリット

②持続可能な組織体制の強化

・事務担当の確保（外部委託可）
・集落間連携の強化
・多様な人材による活動の幅の拡大
・広域的な活動の実施が可能
・取組面積の拡大がしやすくなる
⇒未取組集落が参加しやすくなる
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広域化の事例
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広域化の事例
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